
                   　　          平成22年度収支予算書
 平成22年4月１日から

 平成23年3月31日まで

　　　　     （単位:千円）

       科             目 予算額   前年度予算額  増　　　減

Ⅰ  事業活動収支の部

１． 事 業 活 動 収 入

  ① 基本財産等運用収入 34,000 35,000 △ 1,000

  ② 会    費   収    入 82,000 82,000 0

  ③ 事    業   収    入 30,000 125,000 △ 95,000

　　　　受託研究・研修収入 30,000 125,000 △ 95,000

  ④ 雑       収       入 2,000 2,000 0

　　　　受 取 利 息 0

　　　　雑　収　入 2,000 2,000 0

148,000 244,000 △ 96,000

２．事 業 活 動 支 出

  ① 事 業 費 支 出 89,300 189,000 △ 99,700

　　　　人　　　件　　　費 33,000 44,000 △ 11,000

　　　　委      託     費 10,550 94,000 △ 83,450

　　　　事　　　務　　 費 45,750 51,000 △ 5,250

　　　　　　旅　　    　    費 5,000 5,000 0

　　　　　　備品・消 耗 品費 700 1,000 △ 300

　　　　　　図書・印刷製本費 22,000 21,500 500

　　　　　　通 信 運 搬 費 3,300 2,500 800

　　　　　　諸      謝     金 11,000 12,000 △ 1,000

　　　　　　そ     の     他 3,750 9,000 △ 5,250

  ② 管 理 費 支 出 45,300 36,000 9,300

　　　　人　　　件　　　費 20,000 20,000 0

　　　　事   務   所   費 7,600 6,000 1,600

　　　　事      務      費 17,700 10,000 7,700

　　　　　　備品・消耗品費 900 1,500 △ 600

　　　　　　通 信 運 搬 費 2,800 2,000 800

　　　　　　委      託     費 1,500 1,000 500

　　　　　　支  払 手 数  料 2,500 2,000 500

　　　　　　そ     の     他 10,000 3,500 6,500



       科             目 予算額   前年度予算額  増　　　減

   ③ 雑    　  損   　   失 400 1,000 △ 600

　 ④ 前期損益修正損 0 0 0

   ⑤ 法　人　税　　等 1,000 1,000 0

　 ⑥ 予　　　備　　　費 2,000 5,000 △ 3,000

　　事 業 活 動 支 出 計 138,000 232,000 △ 94,000

　　事 業 活 動 収 支 差 額 10,000 12,000 △ 2,000

Ⅱ　投資活動収支の部

１． 投 資 活 動 収 入

  ① 投資有価証券売却収入 0 400,000 △ 400,000

  ② 投資有価証券償却原価 2,280 1,536 744

　③ 事業譲渡対価（含 敷金） 0 157,000 △ 157,000

　  投 資 活 動 収 入 計 2,280 558,536 △ 556,256

２． 投 資 活 動 支 出

  ① 投資有価証券取得支出 100,000 400,000 △ 300,000

  ② 投資有価証券償却原価 624 0 624

  ③有形固定資産取得支出 0 1,000 △ 1,000

 ④ 無形固定資産取得支出 0 1,000 △ 1,000

 　投 資 活 動 支 出 計 100,624 402,000 △ 301,376

　 投資活動収支差額 △ 98,344 156,536 △ 254,880

Ⅲ　予備費支出 5,000 10,000 △ 5,000

 当 期 収 支 差 額  △ 93,344 158,536 △ 251,880

 前期繰越収支差額 580,311 421,775 158,536

 次期繰越収支差額 486,967 580,311 △ 93,344

(注) １．満期保有目的の有価証券は、償却原価法(定額法）によっている。
　　  ２．現在借入はなく新たな借入も予定していないため、財務活動収支の部の記載は
          省略している。
　　　３．借入金限度額　50,000,000円（但し、年度内の一時的な資金繰りのためのものに限る。）
　　　４．債務負担額は、特にない


	22年度(確定）

